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 not have filed a petition for the com‑

mencement of reorganization procee‑

dings under the Corporate Reorganiza‑

tion Act or the commencement of reha‑

bilitation proceedings under the Civil Re‑

habilitation Act (except those who have

done the procedure of reapplication un‑

der the notification of the competing par‑

ticipation qualification)

 not be under suspension of nomination

by Director General of Kyusyu Regional

Development Bureau from time‑limit for

the tender to Bid Opening

 acquire the electric certificate in case

of using the Electric Bidding system

https://www.geps.go.jp/

 not be the person that a gangster influ‑

ences management substantially or the

person who has exclusion request from

Ministry of Land, Infrastructure, Trans‑

port and Tourism is continuing state con‑

cerned

 be the person who proved that there is

a performance in the bid manual

 place technician who has a work ex‑

perience and qualification in the bid

manual

 be the person who obtained a bid

manual from the person of ordering di‑

rectly

 Time‑limit for the tender to certificate :

12 : 00 5 February, 2018

 Time‑limit for the tender : 12 : 00 27

February, 2018

 Contact point for the notice : Mayumi

Matsumura Accounting Division, Kita‑

kyusyu national highway office, Kyusyu

Regional Development Bureau, Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tour‑

ism, 1010, Harugaoka, Kokuraminami‑
ku, Kitakyusyu City, Fukuoka Prefecture,

8020803 Japan, TEL 0939514331 ex.
225

 In the case of an electronic procurement

system, acquire a chip card

https://www.geps.go.jp/

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年１月４日
分任支出負担行為担当官 九州地方整備局

緑川ダム管理所長 川口 芳人
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 43
１ 調達内容
 品目分類番号 15、29
 調達件名及び数量
平成30年度緑川ダム管内電気通信設備保守
業務 一式（電子入札対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 平成30年４月１日から平成31年
３月31日までの間。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の８に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の108分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、競争
参加資格確認申請書及びその添付書類（以下、
「申請書等」という。）の提出並びに入札を電
子調達システムで行う対象案件である。なお、
電子調達システムによりがたい場合は、紙入
札方式参加願を提出するものとする。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者であるこ

と。
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 競争参加資格（全省庁統一資格）
 平成28・29・30年度国土交通省競争参加
資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」に
おいて、Ａ、Ｂ又はＣ等級に格付けされた
九州・沖縄地域の競争参加資格を有するも
のであること。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申し立て又は民事再
生法（平成11年法律第225号）に基づき再
生手続開始の申し立てがなされていない者
（競争参加資格に関する公示に基づく再申
請の手続きを行った者を除く。）であるこ
と。

 競争参加資格の申請の時期及び場所につ
いては、「競争参加者の資格に関する公示」
（平成29年３月31日付官報）に記載されて
いる時期及び場所で申請を受け付ける。

 申請書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、九州地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省発注工事等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 本調達案件に事業協同組合として申請書等
を提出した場合、その構成員は、単体として
申請書及び資料を提出することはできない。
 入札説明書に示す履行実績があることを証
明した者であること。
 本調達案件の配置予定管理技術者が、入札
説明書に示す資格・業務経験を有する者であ
ること。
 入札説明書の交付を直接受けた者であるこ
と。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒8614703 熊本県下益城郡美里町畝野

3456 国土交通省九州地方整備局緑川ダム管
理所総務係 井上 弘嗣 電話096448
0216 内線212
 入札説明書の交付場所及び交付方法
 交付場所は上記に同じ。
 郵送による交付は、郵送料を別に必要と
する。

 電子調達システムのＵＲＬ
https://www.geps.go.jp/

 電子調達システム、持参及び郵送等による
申請書等の提出期限 平成30年２月５日12時
00分
 電子調達システム、持参及び郵送等による
入札書の提出期限 平成30年２月28日12時00
分
 開札の日時及び場所 平成30年３月１日15
時00分 国土交通省九州地方整備局緑川ダム
管理所１階入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 本調達案件の入
札に参加を希望するものは、分任支出負担行
為担当官の交付する入札説明書に基づく申請
書等を作成し、下記により提出しなければな
らない。
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、申請書等を作成し、上記３に示す
提出期限までにこれを上記３に示すＵＲ
Ｌに電子調達システムを利用し、提出しな
ければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
申請書等を作成し、これを必要な証明書等
とともに上記３に示す提出期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。
また、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において分任支出負担行為担当官
から必要な申請書等の内容に関する説明を求
められた場合には、それに応じなければなら
ない。
 落札対象 申請書等は、分任支出負担行為
担当官において資格審査を行い、本調達案件
の遂行が可能と認められると判断した当該申
請書等に係る入札書のみを落札対象とする。
 入札の無効 競争に参加する資格を有しな
い者、入札に関する条件に違反した者、入札
者に求められる義務を履行しなかった者及び
電子調達システムを利用するための電子認証
（ＩＣカード）を不正に使用した者のした入
札は無効とする。
 契約書の作成の要否 要。
 落札者の決定方法 申請書等及び入札書を
提出した入札者であって、本公告２の競争参
加資格をすべて満たし、当該入札者の入札価
格が予算決算及び会計令第79条の規定に基づ
いて作成された予定価格の制限の範囲内で、
最低価格をもって有効な入札を行った者を落
札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
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